
算定基礎届の作成例



ケース①一般的な例

（参考） 紙で提出する場合

■ 電子申請で提出する場合

支払基礎日数が３ヵ月とも17日以上の場合
→３ヵ月が対象となります。
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■ 電子申請で提出する場合

（参考） 紙で提出する場合

ケース②支払基礎日数に17日未満の月があるとき

支払基礎日数に17日未満の月がある場合
→支払基礎日数が17日以上の月を対象とします。

「総計」「平均額」欄は支払基礎日数が
17日以上の月を対象に自動計算されます。
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（参考） 紙で提出する場合

■ 電子申請で提出する場合

ケース③短時間就労者（パートタイマー）の記入例

支払基礎日数に17日以上の月がある場合
→支払基礎日数が17日以上の月を対象とします。

「パート」をチェックします。「平均額」欄は支払基礎日数が17日以上の
月を対象に自動計算されます。
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（参考） 紙で提出する場合

■ 電子申請で提出する場合

ケース③短時間就労者（パートタイマー）の記入例

支払基礎日数がすべて17日未満だが15、16日の月がある場合
→支払基礎日数が15、16日の月のみを対象とします。

「パート」をチェックします。「平均額」欄は支払基礎日数が15日、16日
の月を対象に自動計算されます。
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（参考） 紙で提出する場合

■ 電子申請で提出する場合

ケース④短時間労働者の記入例

支払基礎日数が３ヵ月とも11日以上の場合
→３ヵ月が対象となります。

「短時間労働者」をチェックします。
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（参考） 紙で提出する場合

■ 電子申請で提出する場合

ケース④短時間労働者の記入例

支払基礎日数に11日未満の月がある場合
→支払基礎日数が11日以上の月を対象とします。

「短時間労働者」をチェックします。「平均額」欄は支払基礎日数が11日以上の
月を対象に自動計算されます。
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（参考） 紙で提出する場合

■ 電子申請で提出する場合

ケース④短時間労働者の記入例

短時間労働者である月と短時間労働者でない月が混在している場合
→各月に被保険者区分（短時間労働者であるかないか）に応じた基礎日数により算定対象月を判断
します。（例）4月：短時間 5月：短時間 6月：一般 の場合

「短時間労働者」と「その他」にチェックし、変更月と
被保険者区分を入力します。
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（参考） 紙で提出する場合

ケース④短時間労働者の記入例

算定対象となる期間の月の途中に、被保険者区分（短時間労働者であるかないか）の変更があった場合
→報酬の給与計算期間の末日における被保険者区分に応じた支払基礎日数により算定対象月を判断
します。（例）5月1日に一般から短時間へ変更となった場合（給与25日締、当月末日支払）

「短時間労働者」と「その他」にチェックし、
「5月 短時間」と入力します。

■ 電子申請で提出する場合

5月、6月の報酬の平均額を
入力します。

「平均額」欄は自動計算されるため、正しい
金額を「修正平均額」欄に入力してください。
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■ 電子申請で提出する場合

ケース⑤給与の支払対象となる期間の途中から入社したとき

給与の支払対象となる期間の途中から資格取得したことにより１ヵ月分の給与が支給されない場合。
→１ヵ月分の給与が支給されない月（途中入社月）を除いた月を対象とします。

（参考） 紙で提出する場合

6月のみの報酬を入力します。

「途中入社」「その他」にチェックし、資格取得年月日
を入力します。

4月の欄には「0」を入力します。

（例）4月1日入社 毎月20日締切、翌月10日支払

4月の給与は、日割計算になり、1ヵ月の給与が支給され
ないため、その月を除いた月で報酬月額を算出します。
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ケース⑥賞与などが年4回以上支給されたとき

前年の７月からその年の６月までに４回以上の賞与が支払われた場合
→支払われた賞与の合計額を12ヶ月で割った額を各月の報酬に加え、報酬月額を算出します。

（参考） 紙で提出する場合

■ 電子申請で提出する場合

（例）
賞与支給額＝（9月：120,000円）+（12月：380,000円）+（3月：150,000円）+（6月：250,000円）＝900,000円
各月に算入する賞与の額＝900,000円÷12＝75,000円

「その他」にチェックし、賞与の支払月と合計額を12で
割った金額を入力します。
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（参考） 紙で提出する場合

■ 電子申請で提出する場合

ケース⑦一時帰休による休業手当が支給されているとき

7月1日時点で一時帰休の状況が解消していない場合
→一時帰休による休業手当等が支払われた月のみで算定するのではなく、通常の給与を受けた月も併せて
報酬月額を算出します。

「その他」にチェックし、休業手当の支払月、一時帰
休の実施期間（開始したときは「○月から一時帰
休」）を入力します。
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（参考） 紙で提出する場合

ケース⑦一時帰休による休業手当が支給されているとき

7月1日時点で一時帰休の状況が解消している場合
→4、5、6月のうち、休業手当を含まない月を対象とします。
なお、4、5、6月いずれにも休業手当が支払われている場合は、一時帰休により低額な休業手当等に
基づいて決定または改定される前の標準報酬月額で決定します。

一時帰休中の報酬（４月
分）を除いた平均額を入力
します。

「平均額」欄は自動計算されるため、正しい
金額を「修正平均額」欄に入力してください。

■ 電子申請で提出する場合

「その他」にチェックし、休業手当の支払月、一時帰
休の実施期間（解消したときは「○月○日一時帰
休解消」）等を入力します。
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■ 電子申請で提出する場合

ケース⑧一般的な方法では算定できないとき

4、5、6月のいずれも支払基礎日数が17日未満（短時間就労者については15日未満）の場合または
病気等による欠勤、育児休業や介護休業等により4、5、6月のいずれも報酬を全く受けない場合
→従前の標準報酬月額で決定します。

従前の標準報酬月額を
入力します。

「病休・育休・休職等」「その他」にチェックし、
「○月○日から休職」）等を入力します。

「平均額」欄は自動計算されるため、正しい
金額を「修正平均額」欄に入力してください。

（参考） 紙で提出する場合
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■ 電子申請で提出する場合

ケース⑨一般的な方法で算定すると著しく不当になるとき

(1) 3月以前にさかのぼった昇給の差額分または3月以前の給与を4、5、6月のいずれかの月に受けた場合
→3月以前の昇給差額分（または遅配分）を除いた報酬月額の総計から報酬月額を算出します。

（参考） 紙で提出する場合

15

昇給差額分（または遅配
分）を除いた報酬総額を
３で割った額を入力します。



■ 電子申請で提出する場合

ケース⑨一般的な方法で算定すると著しく不当になるとき

(2) 4、5、6月のいずれかの月の給与が7月以降に支払われる場合
→7月以降に支払われる月以外を対象月とします。

（参考） 紙で提出する場合

「その他」にチェックし、遅配分がある月等を入力
します。

遅配分がある月を除いた報
酬総額を対象月で割った額
を入力します。

「平均額」欄は自動計算されるため、正しい
金額を「修正平均額」欄に入力してください。
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■ 電子申請で提出する場合

ケース⑨一般的な方法で算定すると著しく不当になるとき

(3) 定額の休職給を受けた場合（病気などによる休職の場合）
→休職給を受けた月以外の月を対象月とします。

（参考） 紙で提出する場合

「その他」にチェックし、休職給を支給した月を
入力します。

休職給を受けた月を除いた
報酬総額を対象月で割った
額を入力します。
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■ 電子申請で提出する場合

ケース⑨一般的な方法で算定すると著しく不当になるとき

賃金カットを受けた場合（ストライキ等の場合）
→賃金カットを受けた月以外の月を対象月とします。

（参考） 紙で提出する場合

賃金カットを受けた月を除い
た報酬総額を対象月数で
割った額を入力します。 「その他」にチェックし、賃金カットを受けた月等を

入力します。
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■ 電子申請で提出する場合

ケース⑨一般的な方法で算定すると著しく不当になるとき

(4) 「4、5、6月の給与の平均額から算出した標準報酬月額」と「前年の7月から当年の6月までの給与
の平均額から算出した標準報酬月額」に２等級以上の差が生じ、その差が業務の性質上例年発生する
ことが見込まれる場合
→前年の7月から当年の6月までの給与の平均額から算出した標準報酬月額で決定することができます。
※申し立てる場合は、「事業主の申立書」と「被保険者の同意」の提出が必要です。

年間平均額を入力します。 「年間平均」にチェックします。

４、５、６月の３ヵ月平均
報酬月額＝（380,000円＋380,000円＋380,000円）÷3=380,000円

⇒標準報酬月額 ３８万円

毎年４、５、６月が繁忙期にあたり、他の期間よりも報酬が増える業種（部署）の場合で前年の
７月から当年の６月までの年間平均 320,875円

⇒標準報酬月額 ３２万円

「事業主の申立書」と「被保険者の同意」を添えて届出いただくことにより、標準報酬
月額を３２万円で決定することができます。

「事業主の申立書」と「被保険者の同意」を
添付して申請してください。
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ケース⑨一般的な方法で算定すると著しく不当になるとき

（参考） 紙で提出する場合

《「事業主の申立書」や「被保険者の同意」等の届出様式については、こちらをご確認ください。》

日本年金機構ホームページ ： 定時決定のため、4月～6月の報酬月額の届出を行う際、年間
報酬の平均で算定するとき

https://www.nenkin.go.jp/service/kounen/kenpo-todoke/hoshu/20141002.html
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（事業主の申立書） （被保険者の同意）


